
茨城県団体営農業集落排水事業費補助金交付要項に係る事務処理要領 

 

（制定）平成 28 年 1 月 22 日付け農環第 345 号 

（最終改正）令和３年６月 16日付け農整第 268 号 

 

（趣旨） 

第１ この要領は、「茨城県団体営農業集落排水事業費補助金交付要項」（以下「要項」という。）に

基づく補助金交付の事務処理に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（割当内示） 

第２ 農林水産部長（以下「部長」という。）は、国から交付金の割当内示があったときは予算の範

囲内において地区ごとの割当額を決定し、農林事務所長（以下「所長」という。）に通知する。 

２ 所長は、部長から前項の通知を受けたときは、割当内示を補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金交付申請） 

第３ 補助事業者は、所長から割当内示の通知を受けたときは、要項第３条に定める補助金交付申請

書に関係書類を添えて、別に定める期日までに所長に提出しなければならない。 

２ 所長は、補助事業者から前項の申請を受けたときは、補助事業の目的及び内容、金額の算定等が

適正であるか書類の審査をするものとする。 

３ 所長は、審査の結果適正と認めたときは、その写しを部長に提出するものとする。 

 

（補助金交付決定の通知） 

第４ 部長は、国から交付金の交付決定の通知を受けたときは、所長に通知する。 

２ 所長は、部長から前項の通知を受けたときは、要項第４条に定める補助金交付決定通知書により

交付決定の内容及び交付の条件を補助事業者に通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第５ 所長は、補助事業者から要項第５条による交付申請の取下げの書類の提出を受けたときは、速

やかに部長に申請の取下げの報告をするものとする。 

 

（着手届） 

第６ 補助事業者は、補助金交付決定の通知を受け工事に着手したときは、要項第 10 条に定める工

事着手届を 7 日以内に所長に提出しなければならない。 

 

（補助金の概算払い） 

第７ 所長は、概算払い請求の支払いにあたっては、補助金確定後過払いとならないよう特に留意す

ることとし、支払った場合は補助金概算交付報告書（様式１）を部長に提出するものとする。 



（補助金交付変更の承認） 

第８ 所長は、要項第８条に定める変更承認申請書の提出を受けたときは、変更の内容とその理由等

について審査する。審査の結果適正と認めた場合は、その写しを部長に提出し、承認を得るものと

する。 

２ 所長は、部長から変更承認通知書を受けたときは、補助事業者へ通知する。 

 

（状況報告） 

第９ 所長は、補助事業者から遂行状況報告書の提出を受けたときは、内容を審査のうえ、その写し

を１月 20日までに部長に提出するものとする。 

 

（確認検査） 

第 10 所長は、補助事業者から実績報告書の提出を受けたときは、要項第 14 条に定める額の確定等

に関する事務のうち、実績報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等（以下「確認検

査」とする。）を実施するため、検査員を決定し（様式２）、 14 日以内に確認検査を行わせるもの

とする。 

２ 検査員は、市町村が行った検査内容や出来高の確認に加え、工事関係書類や事務関係書類の内容

について、実績報告書に係る補助事業の成果が補助金交付決定の通知の内容及びこれに付した条件

に適合するかどうかを検査し、その結果について確認検査復命書（様式３）により所長に報告する

ものとする。 

 

（額の確定等） 

第 11 所長は、実績報告書及び確認検査復命書を審査の結果、補助事業の成果が交付決定の内容等

に適合すると認めたときは、補助額確定行為書（様式４）により、次の事項に留意し補助金の額を

確定するものとする。 

２ 確定額は、地区ごとに次の各号により算出した額を比較して、いずれか低い額とする。 

ア 交付決定通知書の補助金の額（変更された場合は、変更された額とする。） 

イ 事業主体が事業に要した実支出額に規定の補助率を乗じて得た額（工事費と事務費を別に算出

し、その合計額とする。） 

３ 確定額は、補助金の１，０００円未満を切り捨てる。 

４ 実績報告において、当該補助金に係る仕入れに係る消費税相当額が減額されている場合は、これ

を減額して確定する。 

５ 所長は、前項により補助金の額を確定したときは、検査状況報告書（様式５）に関係書類を添え

て、部長に報告するものとする。また、所長は、補助事業者に対して、要項第 14 条に定める補助

金の額の確定を通知するとともに、補助金の支払い手続きを行うものとする。 

 

（額の再確定） 

第12 要項第15条で定める額の再確定を行う場合の手続きは、第11条の規定に準じるものとする。 



（補助金の交付報告） 

第 13 所長は、補助金を補助事業者が受領したことを確認のうえ、補助金交付報告書（様式６）を

部長に提出するものとする。 

 
（年度内に工事が完了しない場合） 

第 14 「用地買収補償の困難」「天候の不順」「重大なる設計変更」「資材の入手困難」等不測の事故

で、年度内に事業の完了が困難となったとき、補助事業者は、繰越承認申請書（様式７－１）に関

係書類を添えて、別に定める日までに所長に提出しなければならない。 
２ 所長は、前項の報告を受けたときは、内容を審査のうえ適正と認めたときは、部長に提出するも

のとする。 
３ 補助事業者は、県の会計年度終了の日（３月 31 日）までに、年度内施行分についての実績報告

書を所長に提出するものとする。 
４ 所長は、この実績報告書の内容審査及び出来高検査を行い適当と認めたときは、市町村に年度内

施行分に対する補助金を交付する。 
５ 所長は、補助金交付後、この要領による検査状況報告書及び補助金交付報告書（各提出書類のう

ち「竣工」を「出来高」、「確定額」を「年度内施行額」と読み替える。）を部長に提出するものと

する。 
６ 補助事業者は、事業が完了したときは、交付決定に係る事業全体（年度内施行分を含む。）の実

績報告書を所長に提出しなければならない。 
７ 所長は、前項の報告を受けたときは、第９から第 11 までの手続きを行うものとする。ただし、

部長に提出する検査状況報告書及び補助金交付報告書の確定額欄の「事業費」及び「補助金」は、

繰越された額と全体額を二段書きとし、繰越された額を（ ）書き内数とする。 
 
（事業遅延の提出） 
第 15 所長は、補助事業者から要項第 11 条に定める遅延届出書の提出を受けたときは、速やかに部

長に提出するものとする。 
２ 前項の場合のうち、歳出予算の繰越を必要とする場合は、第 14 条の手続きにおける繰越承認申

請書の提出をもって前項の届出書の提出に代えることができる。 
 
付則 この要領は、平成２８年２月１日から適用する。 
 
付則 この要領は、令和２年１１月１日から適用する。 
 
付則 この要領は、令和３年４月１日から適用する。 



番　　　　　　　　　　　号
年　　　　　月　　　　　日

●●農林事務所長

事業費(A) 補助金 事業費(B) 補助金

千円 千円 ％

（様式１）

農林水産部長　殿

補　助　金　概　算　交　付　報　告　書

（注）補助金交付年月日は、補助対象者への支払日を記載すること。

概算支払額
（補助金）

補助金交付年
月　日

事 業 主 体
補　助　金
受領年月日

備考

（農地整備課扱い）

事業名 地区名 事業主体
交付決定額 出来高

B/A



（様式２）

電話（　　　　）

部門長 課　長 課　員

(所長)

茨　　　城　　　県

発

送

期 限

年 月 日

特 別 取 扱 い

交 会 者 時間外発送承認 発 送

浄 書 者

開 示
可 能
時 期

公 印 管 守 者

開

示

・

不

開

示

の

区

分

開 示

備 考

不開示
の部分
・理由

浄

書

（ 補 助 対 象 事 業 費 ） （●●●，●●●，●●●円）

交 付 決 定 年 月 日 　　　　年　　月　　日

実 績 報 告 年 月 日 　　　　年　　月　　日

検 査 員 職 氏 名

立 会 人 職 氏 名

事 業 名 及 び 地 区 名 農業集落排水事業　●●●●地区

事 業 主 体 名 ●●●●市

交 付 決 定 額 　●●●，●●●，●●●円

文 書 管 理 主 任

起 案 者

職 氏 名 ●●　●●

丙 決 裁

処 理 期 限 年 月 日 ５年

起 案 年 月 日 保 存 期 間
満 了 時 の 措 置
廃 棄決 裁 年 月 日

検　査　命　令　決　議　書

茨城県

決 裁 区 分 文 書 収 受 年 月 日 保 存 期 間



年　　　月　　　日

事業名 地区名

部門長
（所
長）

課長 課長 課員

検
査
員

（様式３表）

確　認　検　査　復　命　書

　　　　年度

●●農林事務所土地改良部門
(●●農林事務所○○土地改良事務所)



(様式３裏）

事業主体名
及び所在地

検査年月日 立会人

　　　　年　　月　　日 円 　　　　年　　月　　日 円

　　　　年　　月　　日 円 　　　　年　　月　　日 円

　　　　年　　月　　日 円 　　　　年　　月　　日 円

　　　　年　　月　　日 円 　　　　年　　月　　日 円

　　　　年　　月　　日 円 　　　　年　　月　　日 円

　　　　年　　月　　日 円 　　　　年　　月　　日 円

工事着手
年 月 日

工事完了
年 月 日

施工の方法 設計者

　　　　年　　月　　日 円

　　　　年　　月　　日 円

　　　　年　　月　　日 円

　 添付書類　　　　１　工事関係調書（別紙第１）２　事務関係調書（別紙第２）

請負業者
住所氏名

契約年月日
及び契約額

　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

直営　　　　　請負　　　　一部請負

　　　　年　　月　　日

補助金内示 補助申請

概算金受領
補助金交付
決定通知書



（別紙第１）

（１）出来高調書

事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費

１　工　事　関　係　調　書

（２）検査実施概況（出来高を確認した事項等を記載）

（３）検査結果についての所見及び指摘是正の状況

工　種
実　施　設　計 出　　来　　高 増　　　　　減

備　考



（９）工事関係

（１０）担当責任者名

経理、工事関係者氏名

（１１）経理検査結果についての所見及び指摘是正の状況

２　事務関係調書

着手届、工程表、材料検査願、監督日誌、完了届、工事延長願、完了検査調書、引き渡し証
交付等

予算書、金銭出納簿、収入金整理簿、支出金整理簿、付加金通知書（収入告知書）、付加金
徴収原簿、付加金台帳、請負工事簿、請負関係綴、工事総括簿、用地買収補償簿、土地改良
施設台帳、固定資産台帳、区債及び借入金台帳、備品代長、消耗品受払簿、議事録綴、証拠
書類、往復文書綴、工事日誌、工事の施工を示す写真

（６）資金関係

資金計画財源別内訳、借入金の借入状況（長期融資、一時借入）

（７）支払関係

請負代金、工事雑費等の支出の状況、諸帳簿、証拠書

（８）用地関係

買収・補償の手続き及び費用支払の状況、単価、面積の設計書との照合

（３）施工方法

施工方法についての議決、夫役単価の決定

（４）請負関係

（別紙第２）

請負契約の方法の決定、落札までの経過（氏名、予定価格の決定）

（５）賦課関係

賦課徴収方法及び基準に関する議決、予算額、令書発行状況、徴集実績

（１）検査書類

下記の書類について検査し、当該書類名を記載すること。

（２）予算議決の状況

議決年月日、科目別収支予算額、一時借り入れ限度額の額等



年　　月　　日

部門長
（所長）

課　長 課　長 課　員 起案者

年月日 事業費 補助金 着手 完了 年月日 職氏名 年月日 事業費 補助金

（注）回議のときは、実績報告書及び確認検査復命書（様式２）を添付し決裁を受けること。

（様式４）

補　　助　　額　　確　　定　　行　　為　　書

補助額確定
備　考

確認検査
事業名 事業主体 地区名

交付決定額 工事期間



（様式５）

　　　農林水産部長　　　　　殿
　　（農地整備課扱い）

●●農林事務所長

　　　　　　 （単位：円）

　　　　　添付書類（１）確認検査調書（別紙第３のとおり）
　　　　　　　　　　　（２）実績報告書

検　査　状　況　報　告　書

番 号
年 月 日

補助金事業費 補助金

補助額確定額

事業費

　　　記

　　　　　　年度　農業集落排水事業の検査状況を下記のとおり、報告する。

計

備　　　　　考事業名 地区名
交付決定額



（別紙第３）

設計責任者 着　　　 工 完　　　 成 検　　　 査 検査責任者
職・氏　名 年  月  日 年  月  日 年  月  日 職・氏　名

（注）地区名の下に（　）書きで事業主体名を記入すること。

地 区 名 備　　考

確　　認　　検　　査　　調　　書



（様式６）
番 号
年 月 日

●●農林事務所長

（単位：円）

農林水産部長　殿
　　（農地整備課扱い）

事業主体
確　　　定　　　額

年　月　日

　　　　補　　助　　金　　交　　付　　報　　告　　書

事　業　費 補　助　金
備　　　考

補   助   金

交付年月日

事業主体補助金

受領年月日
事　業　名 地　区　名



（様式７-1）

農林事務所長　殿
（土地改良部門扱い）
（土地改良事務所扱い）

市　町　村　長

　1　箇所別調書及び理由書（様式7-2のとおり）

　2　費目別調書（様式7-3のとおり）

　3　出来高調書（様式7-4のとおり）

　4　繰越理由書（様式7-5のとおり）

　5　工程表　　（様式7-6のとおり）

　6　経過表　　（様式7-7のとおり）

　7　全体平面図、平面横断図等（概要が分かる図面に、繰越箇所を赤で明記）

　8　写真等（繰越予定箇所の写真、そのほか繰越理由説明に必要なもの）

番 号
年 月 日

繰　 越 　承 　認 　申　 請 　書

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定の通知があった団体営農業集落排水事業
■■地区の実施について、年度内における事業の完了が困難となったので、次のとおり繰越
の承認を申請します。

　　　記



（様式７－２）

（目の細分）　○○費

（当初計画） 工事完了

変更計画 本年度分 翌年度分 予定年月日

円 円 円

箇所別調書及び理由書（翌債承認に係るもの）

事　項 箇所名 事業概要
翌年度にわた
る債務負担を
必要とする額

左の額の支出見込額内訳
事　由



（様式７－３）

事業 地区 （単位：千円、％）
本年度計画 年度内支払額 翌年度へ繰越額

費　　　　目 事業費　Ａ 国　費 事業費　Ｂ 国　費 C=B/A 事業費　Ｄ 国　費 E=100-C 摘要

工事費
　純工事費
　測量及試験費
　船舶及機械器具費
　営繕費
　用地費及補償費
　換地費
　工事雑費

事務費
　団体営事務費
　県事務費

計
注）①翌年度への繰越額の国費は、様式7ｰ2箇所別調書及び理由書の翌年度分と一致していること。
    ②本年度計画は、基本的には補助金申請の最新「経費の配分及び事業計画の概要」とリンクしていること。
　

費　　目　　別　　調　　書



（様式７－４）

事業 地区 （単位：千円、％）

年度内出来高額に 年度内支払額

工事名等 請負金額　Ａ 年度内出来高額 対する９割相当額 前金払額　Ｂ 部分払金額　Ｃ Ｄ＝Ｂ＋Ｃ 事業費 Ｅ＝Ａ－Ｄ 補助率 Ｆ 国費 Ｇ＝Ｅ＊Ｆ

割　合

　 金　額

摘　要

割　合

　 金　額

摘　要

割　合

　 金　額

摘　要

割　合

　 金　額

摘　要

割　合

　 金　額

摘　要

割　合

　 金　額

摘　要

割　合

　 金　額

摘　要

割　合

合　　計 金　額 0

摘　要
注）　繰越額の国費は、「様式7-2　箇所別調書及び理由書の翌年度分」、「様式7-3　費目別調書の繰越額」と一致していること。
　

繰　　越　　額

出　　来　　高　　調　　書



（様式７－５）

 
事　業　名 地区名 交付決定年月日 繰　越　事　由　及　び　理　由

※繰越事由は「計画に関する諸条件　ア」等で可　　　　　

　注）①事業別ごとに別葉とする。
　　　②繰越理由が複数ある場合は、主な理由を上位に記入しつつ複数理由を記入すること。

繰　　越　　理　　由　　書



（様式７－６）

事業名：
地区名：

工　　種
４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10

計画

　

実施

注）工種欄は、箇所別調書及び理由書の（当初計画）変更計画欄と一致していること。上旬・中旬・下旬がわかる表示とすること。

　　　　　　年　度 　　　　　　年　度

工　　　　　程　　　　　表



（様式７－７）

事　業　名 地　区　名 年　月　日 内　　　　　　　　　　容

経　　　　　　　　　　過　　　　　　　　　　表



・様式１　（第６関係） 補助金概算交付報告書

・様式２　（第９関係） 検査命令決議書

・様式３　（第９関係） 確認検査復命書

・様式４　（第10関係） 補助額確定行為書

・様式５　（第10関係） 検査状況報告書

・様式６　（第11関係） 補助金交付報告書

・様式7-1　(第12関係） 繰越承認申請書

・様式7-2　(第12関係） 箇所別調書及び理由書（翌債承認に係るもの）

・様式7-3　(第12関係） 費目別調書

・様式7-4　(第12関係） 出来高調書

・様式7-5　(第12関係） 繰越理由書

・様式7-6　(第12関係） 工程表

・様式7-7　(第12関係） 経過表

・別紙第１ 工事関係調書

・別紙第２ 事務関係調書

・別紙第３ 確認検査調書

　　〈参考〉様式等一覧


